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化したエネルギー供給構造は効率的であるが、コストがかさむ。ま

た太陽光発電や風力発電など環境にやさしい代替エネルギー向け

に再構成したり、代用することも容易ではない。

シュミル教授による報告― 「ゆっくり急げ」

第一の報告は、エネルギー源の移行についてバーツラフ・シュミ

ル教授（マニトバ大学）により行われた。教授は、報告の要点を

「ゆっくり急げ」（  festina lente）という簡潔なラテン語にまとめる。エ

ネルギーの未来を考えると、我々が行くべき道は明らかになりつつあ

るが、その道を行くのは決して容易ではない。現在のエネルギー供

給システムからの脱却に伴う費用が莫大だからである。また、そうし

た道を急いで歩くのも難しい。システムの移行プロセスのスピード

アップには限界があるのである。産業革命以前の世界ではほとん

どのエネルギーが食糧生産に消費されていたが、産業革命以後、工

場生産、輸送、サービス業全般でのエネルギー消費量が飛躍的に

増加するようになる。近代以後の文明は、一定地域に過剰な人口

が密集することを特徴とし、そのために豊富な電力を必要してきた。

そして、こうした事情に従ってエネルギー供給構造を築き、化石燃料

（石炭、石油、天然ガス）にも多くを依存してきたのである。

我々の文明の主役は、エネルギーを大量に消費するインフラや

サービス―例えば高層ビル、スーパー、製鉄所、病院、輸送機

関など―が集まる大都市といってよいが、エネルギー密度の高い

化石燃料は、調達や輸送、そして我々の文明が利用しやすい形へ

変えるのが容易である。原子力・水力発電に比べ化石燃料に特
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グローバルな文脈を視野に入れて

三年をスパンとするプロジェクト「グローバルな文脈での日

本」では、日本と北米の研究者・専門家が、世界的意義を持

つ日本の課題について議論を重ねていく ― 田所昌幸教授が

プロジェクトの趣旨をこのように述べた後、エネルギー問題を

テーマとする第１回研究会が開始された。
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セザール・マルシェッティのエネルギー代替モデルによれば、一次

エネルギー源は、あるものから別のものへ段階的に変化し続ける。

しかし、ここ数十年、そのような変化は見られない。エネルギー・イ

ンフラはその構築に投じられるコストが大きく、他への転用も難しい

ため、複数のエネルギー源が併用されているというのが実情である

（「一度インフラが構築されれば、それを放棄できない」との言葉も

ある）。また、発電の際、化石燃料は他のエネルギー源に比べて断

然効率がよい。これらの理由から、途上国・先進国を問わず、石

油、天然ガス、原子力などが併用されているのであり、概ね安定的

な電力供給を実現している。

今日、日本もまた伝統的エネルギー、代替エネルギーを併用して

いる（後者の利用は、環境問題への社会的意識が高まりを見せた

ことにより推進されている面がある）。1930年代から80年代にかけ

ては石油や木材の使用量に浮き沈みが見られたものの、今日では

石炭を含めすべてのエネルギー源が一定量ずつ利用されているとい

えよう。もちろんポスト・フクシマの原子力は例外であるが、その使

用を控えるという事態はあくまで一時的なものに留まる可能性もある。

代替エネルギーの抱える課題　

もちろん、多様な代替エネルギーがすでに商業ベースに乗って供

給されていたり、開発段階にあるのは確かである。しかし代替エネ

ルギーのほとんどは、常時使用できる態勢が整っているわけではな

い。以下のとおり、それらのエネルギーは相対的に非効率的だった

り、莫大なコストを伴ったりもする（その両者の場合もある）。

 ▽ 地球に放射される太陽熱の一部をとらえてエネルギーに替え

られるのであれば、我々の必要とするエネルギーのすべては容

易に供給されるだろう。しかしソーラーパネルは夜間や曇天の

際にはエネルギーを産しないし、高緯度地域での効率も悪い。

さらに、ベストな条件が整った場合でも、一平方メートルあたり

のエネルギー産出量は化石燃料や原子力による発電に比べ

ればごくわずかである。ヨーロッパ諸国の中でもスペインは太

陽光発電の割合が高く、比較的好ましい発電条件を備えてい

るが、それでも一年のうち 11～ 16％の割合しか稼働しない。

石炭による火力発電所は 70％は稼働するし、原子力発電所

の場合はしばしば 90％を超える。北アフリカの太陽光発電に

よる電気をヨーロッパが大量に買い入れることは論理的に可

能だが、この場合、政治的に不安定な国々での莫大なインフ

ラ投資を必要とすることを考慮する必要がある。

 ▽ 地理的に風力発電の開発に適し、実際それを最大限に活用し

ているデンマークを見てみると、タービンが年間に駆動する割

合は 20～ 25％にすぎない。風が吹かない国などもちろん存

在しないが、風力発電が可能となるのは、充分強く、それで

いて強すぎず、安定した風（定常風）が吹くときだけである。

発電にあたり「最適の」風が吹くことはまれであり、アジアなど

では期待しにくい。

 ▽ 潮力発電の場合、潮間帯や強い波のある一帯に設置された

大型タービンは相応のエネルギーを産出しえる。しかし海水
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には腐食作用があり、耐久性ある設備や強靭な送電線を整え

るには莫大なコストがかかるのが現状である。

 ▽ バイオ燃料による発電は、土地利用の面からは太陽光発電よ

りだいぶ非効率である。また太陽光発電と違い、耕作地のみ

で可能であることを考えれば、機会費用（発電に関わらない

耕作に用いた場合の利益）が大きくなることも無視できない。

（化石燃料を除いて）唯一非効率性の問題を抱えていないのが

原子力である。先にも見たが、原発は実に 90％以上の設備利用

率に達する。しかし、福島第一原発事故以後、とりわけ EUを中心

とする多くの先進国では原子力発電の見直しが進むようになったの

は周知のとおりである。

いま一度問うべきは　

結局、もっとも重要な問いは、我々が今日のエネルギー供給の水

準を維持しえるか否かではなく、とりわけ環境的代償を払ってまで利

用するエネルギーのすべてが必要なのかどうかにある。これには「す

べてが必要というわけではない」と答えられる。一定の閾値を超え

たエネルギー消費の増加は、生活の質や客観的指標（例えば乳児

死亡率、疾病の罹患率、平均寿命、所得など）の向上、そして

人々自身で満足できる生活水準、いわば幸福には関係しなくなる。

そうした自ら満足できる生活水準に関する一連の指標をもとに算出

される国連の人間開発指数（HDI）をみればわかるとおり、一人

当たりの年間エネルギー使用量が 120ギガジュールを超えると、指

数の順位とエネルギー使用量は関係なくなるのである。

つまり、今日よりも少ないエネルギー消費、あるいはより環境にや

さしい代替エネルギーによっても、自分たちで満足できる生活水準を

維持しえるのである。ただ、こうした方向へは、いくつもの方策を検

討しながらゆっくり進むべきだろう。一つの方策にばかり頼って急激

に移行しようとするのは失敗への近道である。例えば環境面での

外部コストを内部化するに努めたり、家屋の節電効果を担保する建

築基準を順守したり、燃費効率のよい軽量な自動車を使用すると

いった、相対的にコストの低い方策から始めていけば、地に足のつ

いた移行を大過なく果たせるであろう。

質疑応答　

シュミル教授の報告に対しては主に四つ質問があった。まず、先

進国が完全に原子力エネルギーから脱却することは可能なのか、あ

るいはそうするのが望ましいといえるにすぎないのかという点である。
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教授によれば、原子力エネルギーをめぐる課題は単に経済的なもの

だとはもはやいえず、大部分が政治課題となりつつある。たとえ新規

に設計される原発が旧型に比してずっと安全性に優れているとして

も、先進国の世論は圧倒的に反原発に傾いている。また核融合エ

ネルギー研究はかなり進みつつあるが、技術的に適用が可能かはま

だ実証されていない。適用可能だとしても、その経済的コストを考え

ると適用は困難かもしれない。さらに、現在の原子力発電は核分裂

に基づくものだが、当然発電所は高度な安全システムを必要とする

し、核廃棄物の貯蔵や処理の面で大きな課題を抱えてもいる。とは

いえ、既存の原発は経済的コストに見合ったものといえるし、信頼

に足るものだということも明らかになりつつある。以上をふまえると、

たとえ日本においても原子力エネルギーが消え去るとは考えにくい。

二つ目の質問は、地球温暖化は実際起きているかどうかについ

てである。教授によれば、過去 160年間で北半球の気温は 0.7度

上昇した。温暖化のペースは 2000年以来落ちているものの、特に

アジアでの石炭の燃焼が引き続き大幅に増え続ければ、今後急速

な温度上昇が再び起きる可能性はある。重要なのは、温暖化のど

の側面が自然発生的なものに起因し、どの側面が人為的なものによ

るのかを見極めることだろう。また地球温暖化が将来どうなるかの

予測は極めて困難で、2100年までの長期予測をいくつか見てみて

も、摂氏温度の変化予測には幅があるのがわかる。同時に、温暖

化に関しては中国の動向が特に重要だが、中国の二酸化炭素排出 

量が今後どう変化するかを正確に予測できる者はいまい。加えて、

京都議定書のような国際的取り決めはこれまであまり有効ではな

かった。二酸化炭素排出削減の達成国にしても、それは経済の後

退や、二酸化炭素を排出しにくいエネルギー源の利用によるもので、

必ずしも国際的取り決めの拘束力によるものではないのである。

三つ目の質問は、教授の報告の結論部分で印象的だった「幸

福」の測り方についてである。教授によれば、幸福は客観的指標

（例えば、購買力平価、GDP、平均寿命などの数値を統合した上

で算出される人間開発指数）ならびに主観的な自己評価によって測

定せねばならない。ただし、そのどちらか一方を用いようが両方を

用いようが、結果から得られる示唆は常に同じである。つまり、ある

一定のエネルギー消費量を超えると、エネルギー消費は幸福と関係

しなくなるのである。カナダ国民は EU市民に比して一人当たり二

倍のエネルギーを消費するが、それに応じてカナダ人のほうがより幸

福だとするデータは見当たらない。人間の幸福を最大化することが

我々の目的だとしても、せいぜい年間一人当たり100ギガジュール

の発電量もあれば充分なのである。

四つ目の質問は、原子力発電に対する日・独の取り組みを比較

することについてである。教授によれば、市民もメディアも、原子力

発電に関して両国は似た状況下にあると考えがちだが、重大な相違

点もある。ドイツの場合は労使間協調が顕著で、市民は代替エネル

ギーの高コストを進んで引き受け、国内政治で緑の党が有力である

ため、原子力から代替エネルギーへの移行がしやすいのである。思

い切っていえば、ドイツ人は、自らが心地よい生活を送るための代

償、すなわち手に入れるに相応しい「ぜいたく品」として環境を捉

えているふしがある。以上のような特徴はまったく日本には窺えない。

将来的により望ましいエネルギー供給を実現できるよう、日本は課

題を小さく分けながら、こつこつ改革を重ねていくべきだとシュミル教

授は締めくくる。他国の例にもれず、日本がエネルギー・インフラに

投下したコストは大きく、そのインフラを維持することで生じる既得権

も大きい。こうした状況を考えると、突然大幅な変化を起こすことは

難しい。とはいえ少しずつ改善を積み重ねていくのは可能であろう。

例えば既存のエネルギー源の効率性を高め、エネルギー消費量を

減らし、（例えば炭素税を設けてそれを徐々に引き上げることで）代

替エネルギーへの投資を促すといった方策にフォーカスが当てられ

るべきだろう。そしてもし日本が「二酸化炭素（削減）ゲーム」をプ

レイするのであれば、その時はまず石炭、石油、天然ガスへ課税す

べきであろう。

■■■■■■■

田中伸男氏による報告―ポスト・フクシマの日本

第二の報告は、「ポスト・フクシマのエネルギー戦略―アジアに

おけるエネルギー安全保障と持続可能性」について田中伸男日本

エネルギー経済研究所特別顧問により行われた。今日、エネルギー

安全保障の意味は多様化しており、化石燃料に留まらない電力用エ

ネルギー源の持続可能かつ安定的な供給を確保する戦略もそこに

含まれるようになった。また、中国やインド、中東諸国の生活水準

が上がりつつあるに従い、OECD非加盟国のエネルギー需要の割

合が今日めざましく増えている点も見逃せない。

国際エネルギー機関（IEA）の新たな政策シナリオによれば、今

後数十年、石油、石炭、ガスは主要エネルギー源であり続ける。ま

た現在、先進国、途上国ともそれらに手厚い投資を続けている。日

本がエネルギー安全保障戦略を策定するにあたっては、こうした世
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界的趨勢を考慮に入れる必要がある。

他方、オイルサンド、オイルシェール、NGL、GTLなどの非在来

型石油や天然ガスの国内産出が増えるにつれ、じきにアメリカは「エ

ネルギー的自立」を実現するだろう。こうした安価なエネルギーが自

前で確保できれば、アメリカの国内経済は拡大すると思われる（最

近のアメリカの貿易赤字の 60％はエネルギー輸入によるものであ

る）。また、隆盛を続ける中国などから先進国へ雇用機会が回帰す

るといった変動がグローバル経済にはみられることになろう。

とはいえアメリカ以外の先進国は中東の石油に多く依存し続ける

だろうし、結果として中東は、国際的なエネルギー供給の面で依然

重大な役割を有し続けると考えられる。特に再建後のイラクは有力

な石油輸出国になるだろうし、中国はじめアジア各国の対イラク依存

も高まるだろう。アメリカはもはや中東の石油に依存しなくなるはず

だが、引き続きイラク再建、ペルシア湾の航行の自由の維持、ホル

ムズ海峡周辺の危機への対処といった重責をほぼ担い続けると思

われる。当然アメリカは、安定的な中東から石油という主要な利益

を得る同盟国や国際社会からの支援をますます求めるはずである。

日本としては、エネルギー供給の多様化を実現し、石油への過大な

依存を極力避けるのが賢明といえよう。石油へ過大に依存すれば、

中東で起こりうる危機に対し極端に脆弱にならざるをえないからであ

る。残念ながら、現在のところ日本政府はこうしたシナリオへの対策

が不充分である。

天然ガス　

以上に加え、今日の世界的なエネルギー市場で顕著なのは、天

然ガスや非在来型天然ガス（タイトサンドガス、シェールガス、メタン

ハイドレートなど）の供給が増えていることである。ロシアのみなら

ず、アメリカも有力なガス輸出国であるし、またオーストラリアやアフリ

カ諸国の輸出によっても世界の天然ガス市場の構造は多様化しつ

つあると指摘できる。

今日、ガスと石油の輸出の流れは複雑化しており、輸入国にとっ

ての選択肢は増えつつある。そこで、日本がエネルギー供給を多様

化する際に有力なのは、ロシアの天然ガスの利用である。ヨーロッパ

へのガス輸出量を今以上は増やせないロシアは、世界のエネルギー
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市場で有利な戦略的立場を確保すべく、アジア諸国への輸出量を

増やしつつある。しかし、日本には石油価格のスライド制を伴う長期

契約を結ぶという慣行がもともとあり、またフクシマ後は原発停止を

補う代替エネルギー源が不足したため、天然ガスを割高で輸入して

いるのが現状である。したがって日本としては、ガス輸入交渉で足

下を見られないよう、他に有力な代替エネルギーがあるということを

示す必要があり、少なくとも原発の数機は稼働させねばならない。

同時に、日本は国内エネルギー市場の改革にも取り組まねばならな

い。電力供給の地域独占によって非効率が生じ、かたやイノベー

ションが生まれにくくなり、さらにガスの適正輸入価格を交渉で実現

しようとする気概も充分生まれなくなっている。また、東日本が 50 

Hz、西日本が 60 Hzという周波数の違いにより国内での送電に隔

たりがあることも問題である。各電力会社は両者の統合に反対して

いるが、これはコストの問題のみならず、統合後の競争激化を懸念

してのことである。周波数と送電網の統合への障害は、いわば技術

的なものというより政治的なものといえるであろう。

原子力発電を継続する意味　

日本はじめ先進国が再生可能エネルギーのインフラを新たに構

築する間、また日本がエネルギー源の多様化を進める間、原子力

発電という形で代替エネルギーを使用できるようにしておくことで日

本の対外交渉力は強まるだろうし、費用効率の良い電力供給も可能

となる。エネルギー供給のコストは、既存のインフラと石炭に多くを

依存する開発途上国（特に中国）のほうが確かに安上がりである。

しかし先進国では、世論の要求もあって、環境にやさしいエネルギー

源の新規インフラへ投資を増やしており、石炭使用が高くつくという

事情があるのである。

新規インフラや送電網の相互接続への投資を大規模に増やせ

ば、環境に適した再生可能エネルギーへの依存が高まる可能性は

ある。とはいえ、短期的、中期的にみれば、日本は原子力発電な

くして現在のエネルギーコストを維持できず、ドイツのコストレベルを超

える可能性さえある。日本政府の下で 2012年に発表された『革新

的エネルギー・環境戦略』では、2040年までに原子力発電から

撤退することが提唱されるが、グローバルな観点からすればそれは

問題であり、現実的ではない。

原子力が、その否定的なイメージにもかかわらず今後も有力な電

力用エネルギー源たり続けるとすれば、既存の原子力技術をさらに

発展させていく努力が必要だろう。実際に、ユン・イルチャン博士が

アルゴンヌ国立研究所（アメリカ）にて開発した統合高速炉など、新

型原子炉や乾式再処理技術に関する先駆的研究もある。もちろん

こうした技術の実用化には地政学的に複雑な事情が作用するが、

すでに韓国が関心を示している。2014年に韓米は二国間の原子力

協定を更新する予定だが、現在韓国にはこの種の高速炉に必要な

再処理施設がないため、協定更新にあたっては再処理技術が最優

先の争点になるとみられる。かたや、日本が原子力エネルギーから

完全撤退するというのであれば、2012年 8月の「第三次アーミテー

ジ・ナイレポート」にあるとおり、「一流国」 (tier-one nation) ではな

くなることを覚悟せねばならない。東アジア地域の変動を考慮すれ

ば、日本、アメリカ、韓国を含んだ核不拡散レジームをこの地域で

新たに成立させることが日本にとって理にかなった選択である。

今後、日本はフクシマの事故の教訓を国際的に分かち合わねば

ならないし、エネルギー安全保障に関して実現性に富んだスキーム

を今後作り上げてゆかねばならない。エネルギー安保の面からすれ

ば、フクシマのもっとも重大な教訓は「想定外のことを想定しておく」

必要が常にあるという点にある。そこで、EUの「集団的エネルギー
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安全保障」モデルから日本が学ぶところは多いであろう。この下で、

EU域内には送電網や多様なガス・パイプラインが整備されている。

エネルギーの需給のあり方を多様化する道を日本も探らねばならな

いし、それに伴って東アジア地域での天然ガスインフラの開発を積

極的に進める必要がある。その開発の際には、ヨーロッパには豊富

なパイプラインを引いている一方で東アジアでは存在感の薄いロシ

アを一員として含めるべきであろう。

以上の内容をふまえると、原子力は日本の電力用エネルギー源た

り続ける必要がある。日本の長期的なエネルギー安全保障の現実

を考慮せずして、単に内政的理由をもって原子力発電からフェードア

ウトしてしまうことは誤りなのである。

質疑応答　

質疑応答では、まず、さまざまなエネルギーの技術的詳細につい

て質問が多くあった。田中氏がそれに対して一通りコメントした後、

2012年 12月の衆院選における原発問題をいかに位置づけるかに

議論が及んだ。

自民党の勝利によって、同党の「原発ゼロ」反対の姿勢を有権

者は受け入れたと理解できるかもしれないが、むしろ、単に民主党

の失政を有権者が到底受け入れられなかった側面のほうが大きい

といえるだろう。世論調査を見ても、なお反原発の意見が優勢であ

る。先の衆院選は、自民・民主が「政策パッケージ」を提示した

上での戦いだったため、最終的な選挙結果が、特定の政策的立場

への賛成を示すとはストレートに解釈できない。

ところで、官僚や専門家のほとんどが原子力発電の必要性を認

めているにもかかわらず、政治家のほうはそれへの明確な支持をた

めらう点は、日本でエネルギーについて真剣な議論や分析を行う際

の最大の障害である。例えば、東日本大震災に際し福島第一原発

事故に関する議論が高まり、その中で、より入念な安全策を講じてい

たらもっと違った結果になったはずだという技術者の見解があった。

その一方、アメリカの原発のように全面停電機能を福島の原発も備

えていたならば、むしろ原子力エネルギーの安全性を証明することに

なったはずだとの主張が、公式にかつ公然と表明されることはな

かったのである。

次に、天然ガスをめぐるロシアとの交渉のあり方に議論が移った。

いかに好条件が揃ったとしても、ロシアとの交渉は難しいものである。

日本は、交渉を有利に運ぶためにもアメリカの安価なシェールガスを

買う可能性を考慮すべきだろう。しかしアメリカのシェールガスは、日

本が選択しえる代替エネルギーとしてロシア側が認識するほどには

豊富といいきれない。だからこそ、日本は原子力発電を継続せねば

ならないのである。また、ドイツのように、日本は短期契約のみを結

ぶようにすべきであろう。そうすることで、より有利な交渉を維持でき

るからである。

最後に、日本の近隣諸国、特に韓国との核不拡散スキーム構築

について議論が及んだ。日本より韓国のほうが核燃料サイクルの整

備に積極的であり、新規の施設建造を模索している。ただし、再処

理問題をめぐってアメリカの反対に直面する可能性はある。しかし、

韓国の使用済核燃料の貯蔵容量は2020年までに満たされてしまう

こともあり、先の問題について韓国はわりあい強めの姿勢をとってい

る。こうした争点をめぐる米韓の交渉は政治的に難しいものとなりそ

うだが、日本としては、東アジア地域での核不拡散スキームを新た

に形成するべく積極的役割を果たしていくことは可能だろう。このス

キームの下で、各国は安全な原子力エネルギーの安定供給を受けら

れるようになると考えられる。　　　　　　 
◉執筆／李承赫 （林晟一訳）



グローバルな文脈での日本

8

バーツラフ・シュミル
マニトバ大学環境学部特別教授。カナダ王立協会フェ
ロー。1943年、旧チェコスロヴァキア生まれ。チェコ
動乱を機に国を離れ、ペンシルヴァニア州立大学で博
士号取得。エネルギー、環境変化、技術革新、食糧、
人口、経済、公共政策など幅広い関心を持ちながら
学際的研究を続ける。邦訳書に『エネルギーの不都
合な真実』（エクスナレッジ）など。

田中伸男
日本エネルギー経済研究所特別顧問。1950年生ま
れ。東京大学経済学部卒。通産省入省後、ケースウェ
スタンリザーブ大学経営大学院（オハイオ）でMBA
取得。経済協力開発機構科学技術産業局長、国際エ
ネルギー機関（IEA）事務局長などを歴任した。

〈 報 告 者 略 歴 〉



日本のエネルギー安全保障のこれから

9

JAPAN FUTURES INITIATIVE
日本の未来プロジェクト
Hosted by the University of Waterloo・ウォータールー大学主催

国際研究プロジェクト「グローバルな文脈での日本」は、研
究者や実務家が政策を意識しながら日本の社会科学的研
究を進める海外ネットワーク Japan Futures Initiative と提
携しております。詳細はホームページをご覧ください▼

http://jfi.uwaterloo.ca

グローバルな文脈での日本

第 1 回

日本のエネルギー安全保障のこれから
グローバルな文脈を視野に入れて

2012 年 12 月17日（月曜日）／於 国際文化会館

	 		 　　　  報告者

　	 　　　　 バーツラフ・シュミル （マニトバ大学環境学部特別教授）

　	 　　　　 田中伸男 （日本エネルギー経済研究所特別顧問）

	 		 　　　  ディレクター

　	 　　　　 田所昌幸 （慶應義塾大学法学部教授）

　	 　　　　 デイヴィッド・ウェルチ （ウォータールー大学教授）

	 		 　　　  コアメンバー

　	 　　　　 遠藤乾 （北海道大学公共政策大学院教授）

　	 　　　　 久保文明 （東京大学大学院法学政治学研究科教授）

	 		 　　　  ゲストメンバー

　	 　　　　 秋山信将 （一橋大学国際・公共政策大学院教授）

　	 　　　　 田中愛治 （早稲田大学理事・政治経済学術院教授）

	 		 　　　  アシスタント

　	 　　　　 李承赫 （ウォータールー大学助教）

　	 　　　　 林晟一 （慶應義塾大学大学院法学研究科博士課程）

〈 開 催 概 要 〉


